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令和３年度

かながわの地域日本語教育の取組
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かながわの地域日本語教育の施策の方向性

多文化共生の地域社会づくりの一環として、県内各地域において、外国籍県民

等が生活に必要な日本語能力を身に付け、地域社会の一員として安心して生活し、
活躍できる環境の整備に努める。

地域日本語教育の体制づくりの推進に向けた方向性

①市町村や関係機関等と連携した地域日本語教育体制の整備

②地域の日本語教育活動を支える人材育成とネットワークづくり

③地域日本語教育に関する情報提供の充実と外国籍県民等の

日本語学習へのアクセス促進

④多文化理解の推進
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かながわの地域日本語教育の「基本理念」と「めざす姿」

日本語による円滑なコミュニケーションを通じて、

外国籍県民等が安心して生活し活躍できる、

多様な文化を尊重した活力ある地域社会を実現する

基本理念

① 外国籍県民等が、身近な地域で生活者として必要な日本語を学ぶことが
できる環境が整っている。（ＩＣＴ等を活用した環境づくりを含む。）

② 企業、学校などにおける日本語教育と地域における日本語教育が切れ目
なく連携している。

③ 地域日本語教育を中心に、外国籍県民等の様々な生活課題に対して総合
的な対応が図られている。

かながわの地域日本語教育の「めざす姿」
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かながわの地域日本語教育における多様な主体との連携（めざす姿）
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これまでの取組

令和元年度 ・ 日本語教育の実態調査

・ 有識者会議の設置

・ 「かながわの地域日本語教育の施策の方向性」取りまとめ

令和２年度 ・ 総括コーディネーター（１名）、地域日本語教育コーディネーター（３名）

の配置

・ 総合調整会議（専門家からの意見聴取等）の開催

・ かながわ国際政策推進懇話会専門委員会(地域日本語教育)の設置

・ かながわ国際政策推進懇話会専門委員会(地域日本語教育)報告書

取りまとめ

・ 神奈川県市町村等連絡調整会議の開催

・ 日本語学習支援実践者（リーダー的人材）研修の実施

・ 日本語初心者の外国籍県民等向け日本語講座（はじめてのにほんご）

の実施

・ 日本語学習支援フォーラムの実施

・ 日本語学習支援・情報提供



5

令和３年度の取組
①市町村や関係機関等と連携した地域日本語教育体制の整備

各市町村や地域の実情に応じたコーディネートや支援を実施するため、
コーディネーターを配置（（公財）かながわ国際交流財団）

◆ 総括コーディネーター １名
・ 県全域の地域日本語教育の状況把握・進行管理
・ 県の地域日本語教育に関わる事業全体の統括

◆ 地域日本語教育コーディネーター ４名 （前年度から１名増）
・ 地域のニーズや実情に応じたプログラム

の企画・調整等
・ 市町村等からの県施策に対するニーズ
の把握
・ 関係機関等のネットワークづくり
・ ボランティアによる日本語教室とボラン
ティア希望者とのマッチング
・ 市町村に対する神奈川県内大学生等、
地域日本語教育に関わる新たな人材確保
への支援

総括コーディネーター及び地域日本語教育コーディネーターの配置
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参考：資料２－２
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令和３年度の取組
①市町村や関係機関等と連携した地域日本語教育体制の整備

・ 県内の市町村・市町村国際交流協会等が地域の日本語教育について情報
共有や意見交換を行う。

・ 会議の中で、日本語教育に関するニーズ把握や講座、支援等をテーマとした
研修も併せて企画。
【スケジュール（予定）】

５月28日、10月、２月 ※うち１回は研修を合わせて実施

市町村等連絡調整会議

・ 県内の地域日本語教育を推進していくため、専門家等から今後の施策に係
る助言の聴取等を行う。
【スケジュール（予定）】

総合調整会議 ２月
かながわ国際政策推進懇話会専門委員会（地域日本語教育） ８月、１月

総合調整会議等
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令和３年度の取組
①市町村や関係機関等と連携した地域日本語教育体制の整備

日本語教育事業の必要性や地域の実情に応じた事業の検討に向け、外国籍

県民等の日本語学習ニーズや生活上必要としている情報、外国籍県民等を支

援する人が必要とする支援内容等について調査を行う。

日本語教育に対する実態把握・ニーズ調査（市町村支援）

日本語教育に対する実態把握・ニーズ調査

（関係機関約10団体、合計20名以上のヒアリング等の調査）
伊勢原市、海老名市、愛川町新

参考：資料２－３
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令和３年度の取組

国庫を活用した市町村補助金の創設

令和元年度の実態調査で把握した県に対する要望を踏まえ、新規補助金を創設し、
市町村が展開する「地域の実情に応じた地域日本語教育の実施」、「ボランティアによ
る日本語教室への支援」等に対し、経費の一部を補助することで、県内の地域日本語
教育の総合的な体制を整備する。

名称 神奈川県地域日本語教育の総合的な体制づくり市町村推進事業費補助金

対象
全市町村
※ 政令指定都市が、文化庁長官に直接交付申請する場合は、本補助金の
対象外とする

補助率 国 1/2 市町村 1/2

国庫
文化庁
「文化芸術振興費補助金（地域日本語教育の総合的な体制づくり推進事業）」

R3申請件数 ７自治体

新

①市町村や関係機関等と連携した地域日本語教育体制の整備

市町村への財政的支援

参考：資料２－４
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令和３年度の取組
①市町村や関係機関等と連携した地域日本語教育体制の整備

日本語初心者の外国籍県民等を対象に、体系的な初期段階の日本語指導、
生活オリエンテーション等を組み込んだ専門家による集中型の日本語講座「は
じめてのにほんご」を将来的に市町村でも実施可能となるようモデル事業として
実施し、生活に必要な日本語の習得を目指す。

※レベル１：はじめて日本語を勉強する人
レベル２：ひらがな、カタカナを読むことができる人

専門家による日本語講座開催の促進 １

日本語初心者向けの日本語講座の実施（県モデル事業）

横浜講座
（かながわ県民センター）

レベル１

レベル２
各20回

県央講座
（海老名市、座間市、

綾瀬市 共催）

レベル１

レベル２
各20回

オンライン講座 レベル２ 各20回

新

新

参考：資料２－５
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令和３年度の取組
①市町村や関係機関等と連携した地域日本語教育体制の整備

地域のボランティアによる日本語教室がこれまでの課題や問題点等を解決し、

継続的かつ発展的な運営が可能となるよう、専門家の助言や指導による支援

を実施する。

専門家による日本語講座開催の促進 ２

ボランティアによる日本語教室等の運営改善等に係る支援（市町村支援）

平塚市
「日本語学習支援者ボランティアのルール等の整備について」
専門家による講義等

全５回新

参考：資料２－６
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令和３年度の取組
②地域の日本語教育活動を支える人材育成とネットワークづくり

市町村が自立して講座の継続実施ができるよう、市町村・市町村国際交流協

会が実施する日本語ボランティア養成及び実践者研修等に対し、プログラム提
供・講師派遣等の支援を行う。

日本語ボランティアの養成・研修（市町村支援）

新 日本語ボランティアの養成・研修 平塚市、藤沢市、小田原市、伊勢原市、綾瀬市

地域における日本語教室の実践者（リーダー的人材）を対象に、外国籍県民等の学習

ニーズの把握や地域に関わる多様な主体との連携を考慮した日本語教室を実践できる
よう研修を実施し、教室間・地域間のネットワークづくりの支援を行う。

※前年度から２回増

日本語学習支援に関する研修の実施

日本語学習支援実践者研修 県央地域、湘南地域 各地域２回（全４回）新

一部

参考：資料２－７

参考：資料２－８



12

令和３年度の取組
③地域日本語教育に関する情報提供の充実と外国籍県民等の日本語学習へのアクセス促進

日本語学習支援に係る相談対応・情報提供

・ 日本語を学習したい外国籍県民等に
対し、ボランティアによる日本語教室や
日本語学校等の学習できる場、ＩＣＴ教材
を含む学習方法のリソース等、各種情報
をインターネット、電話等により、相談対
応及び情報提供を行う。

・ これから日本語の学習支援を行いた
いボランティア等に対し、活動に必要な
情報をまとめ、併せてインターネット等に
より相談対応及び情報提供を行う。

・ 必要に応じて、訪問による相談対応・
情報提供を行う。

ポータルサイト
「かながわでにほんご」運営

・日本語学習に関する情報提供
・日本語教室マップの提供

参考：資料２－９
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令和３年度の取組
④多文化理解の推進

地域日本語教育に関するフォーラムの実施

日本語教育に関する基本的な理解や関心を深めることを目的としたフォーラムを
実施する。

地域日本語教育フォーラム
２回開催
（第１回９月12日予定）新

一部

※前年度から１回増

【参考】

日本語教育事業以外で（公財）かながわ国際交流財団が
実施している多文化理解の推進に関する事業例
・多文化共生セミナー
・多文化対応力向上講座（やさしい日本語講座）
・外国人住民子育て支援
・外国につながる子供等教育推進
・高等学校等多文化理解推進 等

参考：資料２－10
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かながわの地域日本語教育ロードマップ

・実態調査
・「施策の方向
性」とりまとめ

コーディネーターの配置

計
画

市町村等連絡調整会議、総合調整会議等の開催

日本語学習支援に係る相談対応・情報提供

地域日本語教育に関するフォーラムの実施

専門家による日本語講座開催（県モデル事業）

市町村支援事業（ニーズ調査、日本語教室運営改善、
日本語ボランティアの養成・研修）

日本語学習支援に関する研修の実施

市町村補助金

総
合
的
な
体
制
づ
く
り
に
向
け
た
取
組

日本語講座にオンラインを導入（令和３年度～）

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度以降

「施策の方向」に沿った「総合的な体制づくり」

「専門委員会（地域日本語教育）報告書」を踏まえた取組
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地域日本語教育に関する予算額の推移

令和元年度 令和２年度 令和３年度

総額 ４，９８５千円 ２０，０００千円 ５７，５００千円

国庫 ２，４９２千円 １０，０００千円 ３２，５００千円

一般財源 ２，４９３千円 １０，０００千円 ２５，０００千円


